





Experiences of the Disabled in the Great East Japan Earthquake






2011 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分、東北地方を
中心とする東日本を襲った東日本大震災は、地震
と津波、そして福島では原発事故が重なり、甚大
な被害を及ぼした。2015 年 1 月に警視庁から発
表された震災による死者は 15,889 人、行方不明
者 2,594 人 1) で、その死亡原因の約 9 割が溺死と
されている 2)。障害者に関しては、震災から半年







ち視覚 1.97％、聴覚 2％、肢体不自由 2％）、精神
（1.44％）、知的（0.96％）と続いた。また翌年







































































































































































女性 5 名で、年齢層は 30 代 1 名、40 代 2 名、50
代 4 名、60 代 2 名であった。A, B, C, D, F は結
婚しており、C と D は夫婦であった。A,B の配偶
者は A, B 同様知的障害があった。B には子ども
があり、夫とは別居状態であった。F は配偶者と
F の母親と同居していた。仕事は無職が 2 名、就









































対象者 A　 B C D E
現在の年齢 50 代半ば 40 代後半 60 代後半 50 代前半 30 代前半
性別 女性 女性 男性 女性 男性
障害の種類 知的障害 知的障害者 知的障害 知的障害 筋ジス　
障害の程度 軽度 軽度 軽度　身障有 中度 重度
住宅 賃貸アパート 賃貸アパート 賃貸アパート 賃貸アパート
職業 就労継続支援 一般就労 無職 就労継続支援 就労継続支援
収入 工賃 2 万＋年金 2 級 給与 6 万＋年金 2 級 年金 2 級 工賃 2 万＋年金 2 級 工賃 5 千円＋年金 1 級＋仕送り
社会サービス HH、就労継続支援 HH 介護保険デイ HH、就労継続支援 HH、就労継続支援
対象者 F G H I
現在の年齢 50 代半ば 40 代後半 60 代半ば 50 代前半
性別 男性 女性 女性 男性
障害の種類 頸髄損傷　 肢体不自由　 精神障害者 精神障害者
障害の程度 重度 重度 重度 重度
住宅 仮設住宅 仮設住宅 仮設 GH 仮設 GH
職業 無職 就労継続支援 就労継続支援 就労継続支援
収入 年金 1 級＋東電補償 工 賃 2 万 ＋ 東 電 補 償（年金なし）
工賃 5 千円＋年金 1 級
＋東電補償
工賃 3 千円＋年金 2 級
＋東電補償
社会サービス HH, SS 就労継続支援 GH、就労継続支援 GH、就労継続支援













としながらも、住民基本台帳をもとに 2011 年 3














































婦、B 夫婦、C/D 夫婦及び E であった。A 夫婦、
B 夫婦、C/D 夫婦は同じセンターの支援を受けて
おり、震災当時 A 夫婦は結婚 10 年、C/D 夫婦は







































震災時 当日 １日目 ２日目 ３日目 ４日目 １週間 ２週間 １か月 ２か月 ３か月
3.11 3.12 3.13 3.14 3.15 ３月末 ４月 ５月 ６月
知 A 1 2
知 B 職場 1 2 3
知 C/D 活動 1 2
身 E 1 2
身 F 親戚宅1 私有住宅2
身 G 活動 1 2 3
精 H 活動 1 2 3
精 I 活動 1 2 3
日





















域に暮らしていた。F はバイクの事故で 20 代前
半に受傷し、その後周囲の反対を押し切って、受
傷前から付き合っていた現在の妻と 20 代中ごろ















H と I はともに精神科病院を退院し、H は震災
時研修中で 4 月から GH に入り就労支援事業所で
働く準備をしていた。I は精神科病院からの退院
支援として様々な施設を回ったがなかなか受け入








































た。I は歩いて GH に向かっていたが、途中で避
難する人たちに会い、GH には帰らず福祉会館に

































B は翌 12 日、スーパーで並んで水や食糧を調
達したが、ほとんどもらえなかった。センターか
らまとまって避難するという連絡があり、13 日
に A と同じ避難所に集まった。C/D も同様だっ
た。











































































めていた。ここで 7 月末まで約 2 か月過ごした。























B, C/D, E のいわき住民であり、県内の他地域に
住んでいた人たちはいわきに移動していた。子ど






夫婦と仕切って利用し、足の悪い C を A の夫が
付き添ってトイレにいったり、互いに助け合った。





































































入居したのは、F と G だった。F は避難生活の中
でも震災前から使っていた施設のショートステイ
（以下 SS）を使っていた。借家で生活していた時




















H と I は震災前の法人が経営する仮設の GH に





























































































































































いわき市外からいわきに移住してきた F, G, H, I






































































































































 1 ） 2011 年 3 月 11 日以降に発生した関連地震を含む。
2015 年 1 月 9 日　警察庁緊急災害警備本部発表　
『平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震の
被害状況と警察措置』https://www.npa.go.jp/
archive/keibi/biki/higaijokyo.pdf
 2 ） 『平成 23 年版警察白書』「特集Ⅰ東日本大震災と
警察活動」「第 1 節被害状況及び警察の体制」に
よれば、2011 年 3 月 11 日～ 4 月 11 日までの 1
か月間の宮城、岩手、福島における遺体 13,135
体の検視の結果、震災における死因は溺死 12,143
体（92.4％）、圧死 578 体（4.4％）、焼死 148 体
（1.1％）となっている。http://www.npa.go.jp/
hakusyo/h23/honbun/
 3 ） NHK が死亡者が 10 名以上に上った 30 の市町村
に対する聞き取り調査。うち 27 市町村が回答。
 4 ） ＮＨＫはその後も調査を行い、最終の数字は全体
死亡率 1.1％、障害者死亡率は 1.9％となった（立
木 2013:10）。





 6 ） 立木は、NHK から入手した資料の調査時期とし
て「2012 年 3 月から被災市町に 3 か月間の間隔
で 3 回の問い合わせを行い」（立木 2013:9）とし



















 9 ） 東京電力は、「避難生活等における精神的損害に


















高 度 医 療、 人 口 増 対 応 / 福 島 」『 毎 日 新 聞 』
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議　第 37 回（H24.1.23）資料 9』
吉岡正彦 2014 「震災後の福島県の人口変化」ふくしま
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